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平成30年度決算に基づく財政の健全性に関する比率審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定

に基づき、審査に付された平成30年度決算に基づく財政の健全性に関する比率及びそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり意見を提出する。 
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凡 例 

１ 本意見書中の数値は、表示単位未満を四捨五入し、単位未満の数値を調整した。 

また、比率及び算出過程の数値は、算定様式に基づき算出される数値を使用している。 

２ 各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

（ - ）……………… 該当数値がないか、又は算出不能 

（ △ ）……………… 減少しているか、又は該当数値がマイナス 

３ 本意見書中の公営企業法適用の公営企業会計の数値は、消費税及び地方消費税を抜い

た数値である。 
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Ⅰ 健全化判断比率審査意見 
 

第１ 準拠基準 

  郡山市監査基準 
 

第２ 審査の概要 

１ 審査の種類 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づく健全化判断比率

審査 
 

２ 審査の対象 

平成 30 年度決算に基づく健全化判断比率 

(1)  実質赤字比率 

(2)  連結実質赤字比率 

(3)  実質公債費比率 

(4)  将来負担比率 
 

３ 審査の着眼点 

    健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、地方公共団

体の財政の健全化に関する法律に基づき、適正に作成されているか、算出過程に誤り

はないか等を主眼とした。 
 

４ 審査の主な実施内容 

健全化判断比率の算定の基礎となる書類の試査 

(1)  帳簿突合、計算突合、分析的手続 
 

５ 審査の実施場所及び日程 

(1) 実施場所 

監査委員室 

(2) 日程 

 令和元年７月 26 日から令和元年９月３日まで 

    (3) 講評に対する弁明又は見解の聴取 

    令和元年９月３日 
 

第３ 審査の結果 

審査に付された下記の健全化判断比率については、いずれも適正に算定され、それぞれ

の計数は財務諸表と一致しており、その算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に

作成されているものと認めた。 

                   記 

                                 （単位：％） 

健全化判断比率 
平 成 

30年度 

平 成 

29年度 

平 成 

28年度 

平 成 

27年度 

 平 成 

26年度 

早期健全化

基準 

財政再生 

基準 

実 質 赤 字 比 率 － － － － － 11.25  20.00 

連結実質赤字比率 － － － － － 16.25  30.00 

実質公債費比率 5.0 5.6 5.1 4.6 5.0 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 － － － － － 350.0  

注 １ －の表示は、実質赤字額、連結実質赤字額及び将来負担額がないことを示す。 

２ 早期健全化基準及び財政再生基準は、総務省が示す数値である。 
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第４ 審査意見 

平成30年度の決算に基づく健全化判断比率に関し、実質赤字比率及び連結実質赤字比率

はともに黒字で赤字額はなく、実質公債費比率は前年度より良化した。また、将来負担比

率は、将来負担すべき実質的な負担額が生じない結果となった。いずれも国の示した早期

健全化基準を大きく下回っており、健全な状態にあると認められる。 

しかしながら、今後においても、原子力災害に係る事業のみならず新たな課題や行政需

要に対応するため、厳しい財政運営を強いられることが予想される。 

今後とも、的確に財政状況を把握し、歳入においては、収入率の向上や公有資産の有効

活用により自主財源の確保を図るとともに、国等の財政措置を積極的に活用すべきである。 

また、歳出においては、効率的かつ効果的な予算執行を推進し、中長期的な財政需要を

見通しながら持続可能で健全な財政運営に努めるべきである。 

 

１ 実質赤字比率 

実質赤字比率は、一般会計等(注１)を対象とした実質赤字の標準財政規模(注２)に対する

程度を指標化したもので、平成30年度一般会計等の翌年度に繰り越すべき財源等を差し引

いた実質収支額は 39億8千6百万円の黒字であり、歳入不足による支払繰延もないことか

ら、実質赤字は生じず、比率の表示は－％となる。 

２ 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、一般会計等及び14の特別会計を対象とした実質赤字又は資金不足

額の程度を指標化したもので、平成30年度の実質収支額等の合計は 159億2千万円の黒字

であり、公営企業会計以外の特別会計の実質赤字はなく、また、公営企業会計においても

資金不足はないことから、比率の表示は－％となる。 

３ 実質公債費比率 

   実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金等の大きさを３

か年の平均で指標化したもので、地方債元利償還金等に係る特定財源及び基準財政需要額

算入額を差し引いた償還金などの単年度比率から算出される３か年平均の比率は 5.0％と

なり、前年度の 5.6％に比べ 0.6ポイント良化し、早期健全化基準の 25.0％を下回って

いる。 

４ 将来負担比率 

将来負担比率は、将来負担すべき実質的な負債額の程度を指標化したもので、地方債償

還金、債務負担行為に基づく支出予定額、第三セクターの損失補償債務等に係る負担など

の、平成30年度における将来負担すべき実質的な負債額は生じず、比率の表示は－％とな

る。 

 

 (注１) 一般会計等とは、一般会計及び特別会計のうち事業の実施に伴う収入をもって当該事業に要す

る費用を賄うべき事業に係る特別会計及び地方公営企業法を適用する特別会計並びに地方財政法

施行令第46条に規定される特別会計のいずれにも属さない特別会計の総称である。 

郡山市では、一般会計のほか公共用地先行取得事業、荒井北井・中谷地・富田第二・伊賀河

原・徳定・大町の各土地区画整理事業、郡山駅西口市街地再開発事業及び母子父子寡婦福祉資金

貸付金特別会計の総称である。 

(注２) 標準財政規模とは、標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの

で、その大きさは「標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額」で求められる。 
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第５ 健全化判断比率の概要 

 

１ 実質赤字比率 

一般会計等の実質赤字比率の算出過程を式で示すと次のとおりである。 

 
 

一般会計等の歳入総額は 136,678,957千円で前年度の 142,977,414千円に比べ 

6,298,457千円減少し、歳出総額は 131,639,301千円で前年度の 138,554,323千円に比べ

6,915,022千円減少している。差し引くべき翌年度に繰り越すべき財源は 996,452千円、

事業繰越額は 57,412千円であり、実質収支額は 3,985,792千円(一般会計 3,959,486千円、

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計 26,306千円)の黒字となり、繰上充用額、歳入不足

による支払繰延額はなく、実質赤字は生じないことから、比率の表示は－％となる。 

なお、上記の算式による標準財政規模 68,306,533千円に対する数値は △5.83％となり、

前年度の △5.76％に比べ 0.07ポイント良化している。 

 

 

＜実質赤字比率の算出基礎＞                     （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

繰上充用額＋(支払繰延額＋事業繰越額) 

実質赤字比率 ＝                      ×100 
(%)     

 

①繰上充用額：歳入不足のため翌年度歳入を繰り上げて充用した額 

②支払繰延額：実質上歳入不足のため支払を翌年度に繰り延べた額 

③事業繰越額：実質上歳入不足のため事業を繰り越した額 

 

（参考：一般会計等の実質収支が黒字の場合） 

(歳出総額－歳入総額)＋翌年度に繰り越すべき財源＋(支払繰延額＋事業繰越額) 

      (131,639,301千円－136,678,957千円) ＋ 996,452千円 ＋ (0千円＋57,412千円) 

一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

標準財政規模 68,306,533 千円 

実質赤字比率 ＝ ×100 

① 

 

② 

 

③ 

 

区　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減 増減率

歳 入 総 額 136,678,957 142,977,414 △ 6,298,457 △ 4.4％

歳 出 総 額 131,639,301 138,554,323 △ 6,915,022 △ 5.0％

翌年度に繰り越すべき財源 996,452 494,167 502,285 101.6％

事 業 繰 越 額 57,412 40,492 16,920 41.8％

実 質 収 支 額 3,985,792 3,888,432 97,360 2.5％

標 準 財 政 規 模 68,306,533 67,407,452 899,081 1.3％

実 際 に 算 出 さ れ る 数 値 △ 5.83％ △ 5.76％ △ 0.07 1.2％
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２ 連結実質赤字比率 

一般・特別全会計の連結実質赤字比率の算出過程を式で示すと次のとおりである。 

 
 

一般会計等以外の公営企業を除く特別会計の実質収支額は 1,034,570千円(国民健康保

険特別会計 230,790千円、後期高齢者医療特別会計 27,918千円、介護保険特別会計 

775,862千円)の黒字で実質赤字はなく、一般会計等の実質収支額 3,985,792千円との合計

額は 5,020,362千円となり、また、公営企業会計の剰余額は 10,900,243千円(水道事業会

計 10,118,412千円、工業用水道事業会計 55,917千円、下水道事業会計 205,779千円、農

業集落排水事業会計 6,680千円、熱海温泉事業特別会計 513,455千円)であり、連結実質

赤字額はなく、比率の表示は－％となる。 

なお、算式に基づく実質収支額等の合計は 15,920,605千円で、標準財政規模 

68,306,533千円に対する数値は △23.30％となり、前年度の △23.59％に比べ 0.29ポイ

ント悪化している。 

 

＜連結実質赤字比率の算出基礎＞                   （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全会計の実質赤字額 

（ ① ＋ ② ) － ( ③ ＋ ④ ) 
                     (0 千円＋0 千円)－(5,020,362 千円＋10,900,243 千円) 

連結実質赤字比率＝                           ×100 
(%)             

                       

① 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

② 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

③ 一般会計及び公営企業（地公企法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質黒字

を生じた会計の実質黒字の合計額 

④ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

区　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減 増減率

①一般会計及び公営企業会計
以外の特別会計の実質赤字額

0 0 0 -

②公営企業会計の資金不足額 0 0 0 -

③公営企業以外の実質黒字額 5,020,362 5,326,637 △ 306,275 △ 5.7％

④ 公 営 企 業 の 資 金 余 剰 額 10,900,243 10,580,001 320,242 3.0％

標 準 財 政 規 模 68,306,533 67,407,452 899,081 1.3％

実 際 に 算 出 さ れ る 数 値 △ 23.30％ △ 23.59％ 0.29 △ 1.2％

標準財政規模 
68,306,533 千円 
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３ 実質公債費比率 

一般会計等が負担する実質公債費比率の算出過程を式で示すと次のとおりである。 

 
 

   平成28年度から平成30年度の各年度の一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準

元利償還金の合計額と、元利償還金等に充てられる特定財源及び特定の基準財政需要額算

入額の合計額、また、標準財政規模から特定の基準財政需要額算入額を差し引いた額は、

下表のとおりであり、これにより算出される単年度の比率は、平成28年度 6.1％、平成29

年度 5.3％、平成30年度 3.7％であり、３か年平均の比率は 5.0％となり、前年度 5.6％

に比べ 0.6ポイント良化している。  

なお、平成30年度の単年度の比率は、公営企業会計の償還金に対する繰出金 428,804千

円(9.9％)の減等に伴う元利償還金＋準元利償還金 617,138千円(4.2％)の減と標準財政規

模 899,081千円(1.3％)の増等により、前年度に比べ 1.6ポイント良化している。 

 

＜実質公債費比率の算出基礎＞                    （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜元利償還金＋準元利償還金の内訳＞                 （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋※特定の基準財政需要額算入額） 
             ①                 ② 

実質公債費比率 ＝                           ×100 の 3 か年平均 

   (%) 

                   ③ 

※特定の基準財政需要額算入額：基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金額 

標準財政規模 － 特定の基準財政需要額算入額 

区　　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

①元利償還金＋準元利償還金 15,100,956 14,765,916 14,148,778

②①に充てられる特定財源及び特定の基準財
政需要額算入額

11,582,254 11,686,803 11,958,104

差引額　①－② 3,518,702 3,079,113 2,190,674

③標準財政規模から特定の基準財政需要額算
入額を差し引いた額

57,708,066 57,851,306 58,973,466

単年度比率　(①－②)/③×100 6.09742％ 5.32246％ 3.71468％

単年度比率の3か年平均 5.0％

区　　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

一般会計等の元利償還金(繰上償還額を除く) 10,238,750 10,090,973 9,857,463

公営企業会計の償還金に対する繰出金 4,520,150 4,326,000 3,897,196

一部事務組合等の償還金に対する負担金等 88,522 108,775 128,382

公債費に準ずる債務負担行為に係る支出額 253,534 240,168 265,737

合　　　　　　　　計 15,100,956 14,765,916 14,148,778
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４ 将来負担比率 

一般会計等の将来負担比率の算出過程を式で示すと次のとおりである。 

 
 

 

一般会計等が財政負担をする地方債償還金や債務負担行為に基づく支出予定額などの将

来負担額、地方債償還額等に充てることのできる充当可能財源等、また、標準財政規模か

ら特定の基準財政需要額算入見込額を差し引いた額は下表のとおりであり、これにより算

出される将来負担すべき実質的な負債額が生じないことから、比率の表示は－％となる。 

将来負担額の合計は 134,024,816千円で、一般会計等地方債現在高 2,510,686千円

（2.9％）、一般会計等以外の特別会計の地方債償還金の負担等見込額 1,488,299千円

（4.1％）、債務負担行為に基づく支出予定額 1,262,380千円（73.2％）、退職手当支給

予定額に係る負担見込額 539,470千円（3.5％）及び一部事務組合等の地方債償還金の負

担等見込額 36,718千円（5.6％）の減により、前年度に比べ 5,837,553千円(4.2％)減少

している。 

なお、上記の算式に基づく数値は △27.5％であり前年度の △16.0％に比べ 11.5ポイ

ント良化している。 

 

＜将来負担比率の算出基礎＞                      （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            

                  将来負担額   －  ※充当可能財源等 

①              ② 
             134,024,816 千円  －  150,296,967 千円 
将来負担比率  ＝                            ×100 

(%)         標準財政規模 － 特定の基準財政需要額算入額 

 

         ③ 

                 58,973,466 千円 

※充当可能財源等＝充当可能基金額＋特定財源見込額＋ 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

 

区　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減 増減率

①将来負担額 134,024,816 139,862,369 △ 5,837,553 △ 4.2％

②充当可能財源等 150,296,967 149,125,788 1,171,179 0.8％

差引額　①－② △ 16,272,151 △ 9,263,419 △ 7,008,732 75.7％

③標準財政規模から特定の基準財
政需要額算入額を差し引いた額

58,973,466 57,851,306 1,122,160 1.9％

実際に算出される数値 △ 27.5％ △ 16.0％ △ 11.5 71.9％



- 9 - 

 

＜将来負担額の内訳＞                                  （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　　　　分 平成30年度 平成29年度 増減 増減率

一般会計等地方債現在高 82,740,403 85,251,089 △ 2,510,686 △ 2.9％

債務負担行為に基づく支出予定額 462,828 1,725,208 △ 1,262,380 △ 73.2％

一般会計等以外の特別会計の地方
債償還金の負担等見込額

35,238,947 36,727,246 △ 1,488,299 △ 4.1％

一部事務組合等の地方債償還金の
負担等見込額

617,289 654,007 △ 36,718 △ 5.6％

退職手当支給予定額に係る負担見
込額

14,965,349 15,504,819 △ 539,470 △ 3.5％

土地開発公社の負債に係る負担見
込額

0 0 0 -

第三セクターの損失補償債務等に
係る負担見込額

0 0 0 -

全会計の連結実質赤字額 0 0 0 -

一部事務組合等の連結実質赤字額
に係る負担見込額

0 0 0 -

合　　　　　　計 134,024,816 139,862,369 △ 5,837,553 △ 4.2％
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Ⅱ 公営企業会計資金不足比率審査意見 
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 (Ⅱ) 公営企業法非適用 

第１ 準拠基準 

  郡山市監査基準 

 

第２ 審査の概要 

１ 審査の種類 

    地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第１項の規定に基づく公営企業会計の資

金不足比率審査 

 

２ 審査の対象 

平成 30 年度決算に基づく公営企業会計（法非適用）資金不足比率 

(1)  郡山市総合地方卸売市場特別会計 

(2)  郡山市工業団地開発事業特別会計 

(3)  郡山市熱海温泉事業特別会計 

(4)  郡山市湖南簡易水道事業特別会計 

(5)  郡山市中田簡易水道事業特別会計 

(6)  郡山市熱海中山簡易水道事業特別会計 

 

３ 審査の着眼点 

    各会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、地方公共

団体の財政の健全化に関する法律に基づき、書類が適正に作成されているか、算出過程に誤

りはないかを主眼とした。 

 

４ 審査の主な実施内容 

資金不足比率の算定の基礎となる書類の試査 

(1)  帳簿突合、計算突合、分析的手続 

 

５ 審査の実施場所及び日程 

(1) 実施場所 

監査委員室 

(2) 日程 

 令和元年７月 26 日から令和元年９月３日まで 
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第３ 審査の結果 

審査に付された下記の資金不足比率については、いずれも適正に算定され、その算定の基礎

となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認めた。 

 

記 

（単位：％） 

注 １ －の表示は、資金不足額がないことを示す。 

注 ２ 経営健全化基準は、総務省が示す数値である。 

 

第４ 審査意見 

資金不足比率は、公営企業の資金不足額が事業規模に占める割合を指標化したものであり、

各公営企業会計（法非適用）においては、いずれも収支が保たれている。 

また、歳入不足による事業繰越や建設改良費及び準建設改良費以外の経費の財源に充てる地

方債の発行等も皆無であることから資金不足額はなく、比率の表示は－％となり、良好な状態

にあると認められる。 

 

会  計  名 
平 成 

30年度 

平 成 

29年度 

平 成 

28年度 

平 成 

27年度 

平 成 

26年度 

経営健全化

基準 

総 合 地 方 卸 売 市 場 特 別 会 計 －  － － － － 

20.0 

工 業 団 地 開 発 事 業 特 別 会 計 － － － － － 

熱 海 温 泉 事 業 特 別 会 計 －  －  －  －  －  

湖 南 簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 －  －  －  －  －  

中 田 簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 －  －  －  －  －  

熱海中山簡易水道事業特別会計 －  －  －  －  －  



- 22 - 

 

第５ 資金不足比率の概要 

 

資金不足比率の算出過程を式で示すと次のとおりである。 

 
  

１ 総合地方卸売市場特別会計 

歳入歳出額は、ともに 1,051,721千円であり、翌年度に繰り越すべき財源や建設改良費及び

準建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高は皆無であることから

資金不足はなく、比率の表示は－％となる。 

なお、事業の規模を表す営業収益に相当する収入の額は 234,775千円であり、差し引くべき

受託工事収益に相当する収入はない。 

 

２ 工業団地開発事業特別会計 

   歳入歳出額は、ともに 999,128千円であり、翌年度に繰り越すべき財源や建設改良費及び準

建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高は皆無であることから

資金不足はなく、比率の表示は－％となる。 

なお、宅地造成事業のみを行う場合の事業の規模を表す額は、資本の額に相当する額及び負

債の額に相当する額の合算額であり 4,226,264千円となる。 

 

３ 熱海温泉事業特別会計 

歳出額は 66,848千円、歳入額は 580,303千円であり、翌年度に繰り越すべき財源や建設改

良費及び準建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高は皆無であ

ることから、513,455千円の余剰となり、比率の表示は－％となる。 

なお、事業の規模を表す営業収益に相当する収入の額は 113,886千円であり、差し引くべき

受託工事収益に相当する収入はない。 

 

資金の不足額 

繰上充用額＋支払繰延額･事業繰越額＋(※)特定の地方債の現在高－解消可能資金不足額 

資金不足比率＝                                                                  ×100 

営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

事 業の規 模 

 

（参考：資金の剰余額がある場合） 
 

歳出－歳入＋翌年度に繰り越すべき財源＋(※)特定の地方債の現在高 

資金不足比率＝                                                             ×100 

営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

 

 

(※) 特定の地方債：建設改良費及び準建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債 
 

（注）宅地造成のみを行う場合は、「資本＋負債」の額が事業の規模を表す。 

 

（％） 

（％） 
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４ 湖南簡易水道事業特別会計 

歳入歳出額は、ともに 215,996千円であり、翌年度に繰り越すべき財源や建設改良費及び準

建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高は皆無であることから

資金不足はなく、比率の表示は－％となる。 

なお、事業の規模を表す営業収益に相当する収入の額は 35,684千円であり、差し引くべき

受託工事収益に相当する収入はない。 

 

５ 中田簡易水道事業特別会計 

歳入歳出額は、ともに 8,268千円であり、翌年度に繰り越すべき財源や建設改良費及び準建

設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高は皆無であることから資

金不足はなく、比率の表示は－％となる。 

なお、事業の規模を表す営業収益に相当する収入の額は 2,230千円であり、差し引くべき受

託工事収益に相当する収入はない。 

 

６ 熱海中山簡易水道事業特別会計 

歳入歳出額は、ともに 12,207千円であり、翌年度に繰り越すべき財源や建設改良費及び準

建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高は皆無であることから

資金不足はなく、比率の表示は－％となる。 

なお、事業の規模を表す営業収益に相当する収入の額は 1,274千円であり、差し引くべき受

託工事収益に相当する収入はない。 

 


